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特徴の整理

①都心へのダイレクトアクセス
大手町まで約30分のダイレクトアクセスが可能であり、
東京メトロ南北線の品川延伸でさらに利便性が向上する。

②人口集積のピーク
高島平二・三丁目の人口は、団地への入居が開始した昭
和47年以降、増加の一途を辿り、昭和55年にはピーク
（30,204人）を迎え、現在の人口集積に繋がっている。

③高い緑被地率
高島平二丁目（28.4％）と三丁目（46.6％）は、区全体
（20.3％）と比べて緑被地率が高く、みどり豊かな街並
みが形成されていることが分かる。

④様々な地域イベントやコミュニティ活動
高島平まつりや高島平ハーフマラソンのような大規模イ
ベントや各町会・自治会のお祭り、大小様々なコミュニ
ティ活動が継続的に行われている。

（２）まちの特徴

①都心へのアクセス

駅に近いエリアにまちが形成され、都心にダ
イレクトでアクセスできるなど、立地条件に恵
まれています。

②人口集積

団地をはじめとする多様な住宅が計画的に整
備され、生活利便施設が立地するなど、長年に
わたり人口集積が行われてきました。

③豊かなみどり

けやき通りの街路樹や高島平緑地、団地内に
至るまで、ゆとりのある空間に約50年の歴史を
持つみどりが面的に広がり、グリーンインフラ
として地域の貴重な資源となっています。

④成熟したコミュニティ

約50年にわたり培われてきた成熟したコミュ
ニティが形成されており、公共施設や屋外空間
を活用した地域イベントやコミュニティ活動が
活発に行われています。

高島平緑地
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＜公園緑地や施設の立地状況＞

それぞれの施設は、調査時点のものであり、現況とは異なる場合があります。



4

３ 都市再生に向けた考え方

（１）生活の継続性や居住の安定への配慮

①住み続けられるまち

良好な居住環境を守りつつ足りない機能を補
うなど、公共施設整備を含めて段階的にまちづ
くりを進め、お住まいの方が引き続き安心して
住み続けることができるまちを実現します。

②地域の魅力を大切にしたまち

約50年の歴史を踏まえて、地域の資源や魅力
を大切にしながら、これからの高島平にふさわ
しい、全ての人の願いに応える、柔軟性と可能
性に満ちたまちを実現します。

③みんなでつくる持続的に成長するまち

成熟した豊かな地域のコミュニティを活かし
ながら、高島平に関わる全ての人が主役となり、
みんなで協力しながら、ともに持続的に成長し
ていくまちを実現します。

（２）地域資源の有効活用

高七小では多くの子どもが育ち、閉校後も
多くの地域活動が営まれてきました。
こうした歴史を踏まえ、区が地域経営・都

市経営の視点で主導的な役割を果たし、まち
づくりに最大限の効果を提供していきます。
新たな土地を取得することなく、既存の区

有地を貴重な地域資源として、団地再生を含
む連鎖的都市再生に有効に活用します。

①ターゲットを明確にした機能導入

ターゲットを明確にして、行政サービスの充
実と民間機能の導入が一体となった活用を図り、
社会の変化に柔軟に対応します。

②空間・施設の連携による相乗効果の創出

緑地・道路・高架下などの空間のリメイクや
新規施設の整備との連携により相乗効果を生み
出し、魅力的な交流核を形成します。

③都市計画との連携による適切な高度利用

これからの50年への投資に必要となる原資を
確保するため、土地交換を含む活用と都市計画
変更の連携による高度利用を検討します。

旧高七小

高島平まつり

公有地の活用事例

高架下空間の活用事例



















➂デザインの調和に向けたルールの検討

高島平らしいウォーカブルなまちを実現す
るため、道路や公園等の都市基盤や、にぎわ
いを形成するけやき通り等の道路に面する建
物について、統一的なデザインやしつらえを
誘導し、高質な空間の形成に必要なルールを
検討します。

にぎわいを生み出す空間イメージ
商業施設の沿道空間（立川市）

出典：御堂筋まちづくりネットワーク

御堂筋パークレット

1)建物低層部のにぎわいの形成

けやき通りやプロムナードに面する建物低層
部に、にぎわいを演出する店舗やオープンカ
フェの誘導、壁面の位置の統一、都市基盤や建
物のデザインの調和等を検討します。

2)分かりやすく優れたデザインのしつらえ

けやき通りやプロムナード、広場等を居心地
の良い空間にするため、ファニチャー・パーク
レットの設置、夜間景観の形成や防犯に寄与す
る照明の演出、空間の高質化等を検討します。

3)誰もが歩きやすいまちづくり

歩行者・デッキネットワークに回遊性を高め
るサイネージや多言語に対応したサイン整備、
誰もが歩きやすいよう段差の解消、歩行者空間
の拡充等を検討します。

4)豊かなみどりを感じられるまち

けやき通りやプロムナードを中心に、豊かな
みどりをまもり、つなぎ、活かす取組、崖線の
自然緑地の保全、立体的で複層的なみどりの形
成等を検討します。

5)景観に配慮したまち

建物の整備や、デッキネットワークを構築す
る際は、視線が開けた連続性がある駅前景観の
形成に加え、崖線や荒川等の景観資源を活かし
た、遠景にも配慮した景観を形成します。

④公共空間の利活用の促進

プロムナード等の公共空間を最大限に活用す
るため、適切に公共公益機能を配置しながら、
活用しやすい空間へと再整備します。
また、各主体による積極的な公共空間の利活

用に向けて、活用しやすい体制を構築し、まち
の魅力向上へとつなげていきます。
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（３）区民の生活の質を高める
先端技術の活用

①まちづくりのＤＸ
（デジタル・トランスフォーメーション）

まちづくりのデジタル・トランスフォーメー
ションを実現するため、３D都市モデルの活用や、
BIM・CIMデータを収集・公開する制度を構築し、
連鎖的都市再生に合わせてデジタルツインを構
築するための制度を検討します。
これらのデータを活用し、自動運転やドロー

ン配送等の新技術を、いち早く高島平に導入し、
地域の課題の解決と区民の生活の質（QOL）を高
めていきます。

出典：まちづくりのデジタル・トランスフォーメーション
実現ビジョン〔 ver1.0 〕（2022/7/7  国交省）

②高島平でモデル的に展開するＤＸ

1)水害リスクの可視化

実証実験では、浸水深の時系列による変化や
避難を開始するタイミングに応じた避難ルート
を3D都市モデル上で表現し、浸水範囲の拡大に
より避難行動が限定される様子を、三次元的に
可視化しました。
地域の水害リスクや避難行動の重要性に対す

る住民の理解や、防災意識の向上を促します。

2)人流データの活用

板橋区・UR 都市機構が多様な主体と協働して、
『“地域の価値の再認識”と“新しい価値観の
創出” を目指すこと』そして、『“未来のまち
づくり” に向けた皆様の声を聴く』イベントと
して、令和５年９月に「♯平暮らしキャラバン
3rd」を開催しました。

このイベントは、Wi-fiセンサーを活用した人
流データを計測しており、イベントの効果や、
周囲への波及効果を可視化しています。

今後もイベントや実証実験を通じて、新たな
人流データを計測し、都市づくりの基礎データ
として活用します。

出典：PLATEAUホームページ（国交省）
https://www.mlit.go.jp/plateau/use-case/uc22-026/

国におけるまちづくりＤＸの取組

国土交通省では「まちづくりのデジタル・トランス
フォーメーション実現会議」を設置し、都市政策のあら
ゆる領域でDXを推進し、人口減少・少子高齢化の下で豊
かな生活、多様な暮らし方・働き方を支えるサステナブ
ルな都市―「人間中心のまちづくり」を実現するための
ビジョンを定め、まちづくりのデジタル・トランス
フォーメーションについて整理しました。
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近年、人工知能（AI）、自動運転、ゼロカー
ボンの実現に向けた環境技術、情報・通信技術
等の様々な技術革新が進んでおり、実証実験や
社会実装が進んでいます。
高島平においても、地域課題の解決、利便性

や生活の質の向上に資する新たな技術について、
積極的に検討し柔軟に活用していきます。

♯平暮らしキャラバン3rd















高島平の将来イメージ
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50音順 用語 解説文

あ行 インフラ 生活や産業などの経済活動を営む上で不可欠な社会基盤と位置づけら
れ、公共の福祉のため整備・提供される施設の総称。たとえば、公共
施設、道路、公園、鉄道、ガス・水道・電話・電気などが挙げられる。

ウォーカブル 居心地が良く、歩きたくなること。まちなかにおける交流・滞在空間
の創出に向けた官民の取組が全国で進んでいる。

エコロジカルネットワーク 「生きもの」の生息拠点となる緑地を小規模な緑地や街路樹などでつ
なぎ、「生きもの」が移動できるようにすることで、「生きもの」が
暮らしやすい状況をつくる。このような、生物の移動が可能であるよ
うにつながれた状態の生息地のネットワークのこと。

エリアマネジメント 住民・事業者・地権者などが連携し、まちにおける文化活動、広報活
動、交流活動などのソフト面の活動を自立的・継続的・面的に実施す
ることにより、まちの活性化や都市の持続的な発展を推進する活動の
こと。

さ行 ゼロカーボン 企業や家庭が排出する二酸化炭素をはじめとする温室効果ガス（カー
ボン）の「排出量」から、植林、森林管理などによる「吸収量」を差
し引いて、排出量の合計を実質的にゼロにすることを意味する。

た行 地区計画 まちの目標の実現に向けて、道路・公園などの配置や建築物に関する
制限などを、地区特性に応じてきめ細かく定める、都市計画法に基づ
く計画。

都市計画 都市計画法の中で、都市の健全な発展と秩序ある整備を図るため、以
下の３点を含んだ計画のこと。
①土地利用（用途地域、地区計画など）の計画
②都市施設（道路、公園など）の整備の計画
③市街地開発事業の計画

は行 パークレット 車道の一部を転用して作られた、歩行者のための空間のこと。都心や
商店街での新たな憩いやにぎわいの創出を目的に設置される。日本各
地で社会実験などで設置されており、歩行者の憩いの場として利用さ
れている。

ファニチャー 椅子やテーブルなど、機能性や装飾性を持った移動可能なオブジェク
トのこと。

プロムナード 「散策」または車の通らない「散歩道」や「遊歩道」のこと。高島平
地域では、「高島平緑地」と「けやき通り」を含んだ総称として使用
している。
一般的には、敷地内に設けられている散策路もプロムナードと呼ばれ
ており、大規模なマンションや住宅街などをはじめ、大型の複合商業
施設内や高層ビルが集中するオフィス街などでも積極的に取り入れら
れている。

ペデストリアンデッキ 駅舎から建物へと接続され、広場と横断歩道橋の両機能を併せ持つ、
歩行者の通行専用の高架歩道。

ま行 ミクストコミュニティ 高齢者や子育て世代等、多世代がつながったコミュニティのこと、

や行 ユニバーサルデザイン あらかじめ、障がいの有無、年齢、性別、国籍等にかかわらず、多様
な人々が利用しやすいよう都市や生活環境をデザインする考え方。

用途地域 都市計画法に基づき、都市を住宅地、商業地、工業地などいくつかの
類型に区分し、住居の環境の保護又は業務の利便の増進を図るため、
類型に応じた建築規制を行うもの。

ら行 連鎖的都市再生 生活、業務、地域の活動を中断することなく、老朽化したまちや建物
を連鎖的に更新していく、都市再生の手法。
高島平地域では、再整備地区を都市再生の起点として活用し、団地再
生を始めとする施設の更新を図るとともに、新たに創出される土地を
活用してさらに施設の更新を進め、都市再生を実現することをめざし
ている。
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用語集
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ABC順 用語 解説文

A AR 「Augmented Reality」の頭文字をとった略で、現実世界を立体的に読
み取り、仮想的に拡張する技術のこと。例えばスマートフォンを平面
にかざすと家具が現れたり、アプリでポスターをかざした際に画面上
で動き出すなど、現実を拡張してコンテンツを楽しむことができる。

B BIM・CIM 計画、調査、設計段階から3次元モデルを導入することにより、その後
の施工、維持管理の各段階においても3次元モデルを連携・発展させて
事業全体にわたる関係者間の情報共有を容易にし、一連の建設生産・
管理システムの効率化・高度化を図る取組。

D DX（デジタル・トランス

フォーメーション）

デジタル技術を社会に浸透させて人々の生活をより良いものへと変革
すること。

U UDCTak（アーバンデザイン

センター高島平）

平成28年に設立した、未来に向けて高島平のまちを再びデザインして
いくために、意欲ある関係者が集うプラットフォームのこと。
まちづくりにかかわる様々な分野の専門家が主導し、そのもとで
「民・学・公」の多様な主体が連携してまちの将来像を描き、実現し
ていくことをめざす。



板橋区 〒173-8501 東京都板橋区板橋二丁目66番1号 URL https://www.city.itabashi.tokyo.jp/























































































高島平地域のまちづくりの推進に係る基本協定書 

 

 

東京都板橋区（以下「甲」という。）及び独立行政法人都市再生機構（以下「乙」という。）  

は、高島平地域のまちづくりを推進するための基本事項について、次のとおり協定（以下「基

本協定」という。）を締結する。 

 

（目的） 

第１条 基本協定は、甲が平成 27年 10月に策定した「高島平地域グランドデザイン」（以下

「グランドデザイン」という。）及び令和４年２月に策定した「高島平地域都市再生実施計

画」（以下「実施計画」という。）に基づき、「高島平地域」（高島平一丁目から九丁目まで

の地域をいう。以下同じ。）の持続的発展が可能なまちづくりを目指し、甲及び乙が高島平

地域のまちづくりを協働により推進するために必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（用語の定義） 

第２条 基本協定において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

一 連鎖的都市再生 高島平地域の都市再生の起点として再整備地区を乙による団地再生

に活用し、駅周辺エリアの団地再生を始めとする近隣団地の更新を図るとともに、新た

に創出される土地を活用し、実施計画の整備方針の実現につなげていくことをいう。   

二 再整備地区 別図に示す旧高島第七小学校跡地、高島平図書館、高島平区民館他及び

高島平健康福祉センターを含む約２ヘクタールの範囲をいう。 

三 駅周辺エリア ＵＲ賃貸住宅敷地のうち別図に示す 33街区の範囲をいう。 

四 交流核 別図に示す高島平駅を中心に、地区内外の交流の中心となる「交流の核」を

形成していくエリア（再整備地区及び駅周辺エリアを含む。）をいう。 

五 団地再生 ＵＲ賃貸住宅の建替えや高経年化への対応のための改善等を複合的及び選

択的に実施することをいう。 

 

（協働内容） 

第３条 甲及び乙は、次に掲げる事項に関し、高島平地域のまちづくりを協働して推進する。 

一 グランドデザイン及び実施計画の改定並びに高島平地域のまちづくりに関する新たな

計画の策定等、まちづくりの方針に係る検討に関すること。 

二 連鎖的都市再生の推進に関すること。 

三 交流核の整備推進に関すること。 

四 道路、公園、緑地等の都市基盤に係る改良及び活用に関すること。 

五 前４号を実現するための都市計画法等関連法規の検討に関すること。 

六 補助制度等の活用及び計画策定に関すること。 

七 地域住民等への適切な情報発信及び意見集約等に関すること。 

八 民・学・公の連携によるまちづくりの協働体制の構築に関すること。 
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九 持続的な発展及び価値向上に資するエリアマネジメント活動及びその体制構築に関す

ること。 

十 モビリティ、デッキネットワーク、スマートエネルギー、ＤＸ等新たな技術を含む分

野別のまちづくりの取組みに関すること。 

十一 その他、甲及び乙が必要と認める事項 

２ 甲及び乙は、前項各号の協働に当たっては、地域課題の解決、地域全域への効果波及及

び持続的価値の向上等に資するものとなるよう、相互に連携を図るものとする。 

 

（約定等） 

第４条 甲及び乙は、前条第１項各号に掲げる事項の実施に当たり、相互に必要と認める場

合は、実施内容や実施方法、役割分担等必要な事項を定めた協定を締結する。 

２ 甲及び乙は、前項の規定に基づき、前条第１項第三号の実施に係る必要な事項を定めた

協定を、基本協定と併せて締結する。なお、基本協定及び当該協定の締結をもって、甲乙

間で令和４年３月 30 日に締結した「高島平地域の連鎖的都市再生の推進に係る基本合意

書」は失効する。 

 

（協定期間） 

第５条 基本協定の有効期間は、協定締結の日から令和８年３月 31日までとする。 

２ 前項の有効期間が満了する日の１か月前までに、甲乙又はその一方からなんらの申出が

ないときは、基本協定の有効期間は期間の満了する日の翌日から１年間更新されるものと

し、その後も同様とする。 

 

（定めのない事項） 

第６条 基本協定に定めのない事項又は基本協定について疑義を生じた事項について、甲及

び乙は、誠意をもって協議するものとする。 

 

本協定締結の証として、本書２通を作成し、甲及び乙が記名押印の上、各自１通を保有す

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



令和６年３月 28日 

 

甲 東京都板橋区板橋二丁目 66番１号 

   東京都板橋区 

     板橋区長  坂本 健 

 

乙 東京都新宿区西新宿六丁目５番１号 

   独立行政法人都市再生機構東日本都市再生本部 

     本部長  中山 靖史 

 

東京都新宿区西新宿六丁目５番１号 

   独立行政法人都市再生機構東日本賃貸住宅本部 

     東京北・埼玉地域本部長  内島 敏之 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 





高島平地域における交流核の整備推進に係る実施協定書 

 

 

東京都板橋区（以下「甲」という。）及び独立行政法人都市再生機構（以下「乙」という。）

は、甲乙間で令和６年３月 28日に締結した高島平地域のまちづくりの推進に係る基本協定書

（以下「基本協定」という。）第４条第２項の規定に基づき、交流核の整備及びその実施方法

について、次のとおり協定（以下「実施協定」という。）を締結する。 

 

（目的） 

第１条 実施協定は、甲が令和６年３月 26日に決定した「交流核形成まちづくりプラン」（以

下「交流核プラン」という。）に基づき、甲及び乙が交流核の整備を協働により推進するた

めに必要な事項を定めることを目的とする。 

 

（用語の定義） 

第２条 実施協定において、次の各号に掲げる用語の定義は、それぞれ当該各号に定めると

ころによる。 

一 交流核 別図に示す高島平駅を中心に、地区内外の交流の中心となる「交流の核」を

形成していくエリア（再整備地区及び駅周辺エリアを含む。）をいう。 

二 再整備地区 別図に示す旧高島第七小学校跡地、高島平図書館、高島平区民館他及び

高島平健康福祉センターを含む約２ヘクタールの範囲をいう。 

三 駅周辺エリア ＵＲ賃貸住宅敷地のうち別図に示す 33街区の範囲をいう。 

四 高島平未来都市公共サービス構想 交流核において提供する公共施設機能のビジョン

をいう。 

 

（土地交換に係る協議） 

第３条 甲及び乙は、交流核プランの実現のため、再整備地区において甲が所有する土地（高

島平三丁目 13番１）の一部（別図）と駅周辺エリアにおいて乙が所有する土地（高島平二

丁 33番１）の一部（別図）を等価で交換すること（以下「土地交換」という。）を予定し、

交換による所有権移転の実施に向けた必要な検討及び調整を行う。 

２ 甲及び乙は、土地交換の実施を前提として、次条及び第５条に掲げる事項を実施する。 

３ 乙は、甲と土地交換する土地を建築基準法第 86条の認定区域から除外するために必要な

協議を実施する。 

４ 土地交換に向けた検討及び調整の結果、土地交換をしない結論に至った場合は、甲及び

乙がそれまでに要した費用の取扱いについて双方協議の上、書面により合意した日に、実

施協定は失効する。 

５ 甲及び乙は、令和６年度末を目途として、次に掲げる事項等を定めた土地交換に関する

覚書（以下「覚書」という。）を交換する。 

一 土地交換の対象となる財産の位置及び面積 

二 土地交換の実施に向けた手続の進め方 



三 土地交換の対象となる財産の価格の決定方法 

四 土地の所有権移転の時期及び引渡しの条件 

五 土地の引渡しの前に、土地を使用させる場合はその方法 

六 土地交換に至らない場合の取扱い 

６ 甲又は乙のどちらか一方の責めに帰すべき事由により、前項に定める時期までに覚書の

交換に至らない場合は、帰責性を有する者は、相手方に対し、覚書の交換に至らないこと

による損害を賠償する責任を負う。ただし、双方の合意により、前項に定める時期を変更

する場合は賠償責任が発生しない。 

 

（再整備地区） 

第４条  甲及び乙は、再整備地区の活用に関し、相互協力のもと、次に掲げる事項を実施す

る。 

一 乙は、ＵＲ賃貸住宅の居住者の居住の安定の確保及び子育て世代を呼び込む住宅機能

の確保を目的とした、新たな賃貸住宅等を整備する。 

二 乙は、生活利便施設及び災害時に避難場所として機能する広場空間その他高島平地域

に必要な施設を整備する。 

三 甲は、旧高島第七小学校の校庭が担っていた、地域の活動や交流の場となる広場を暫

定的に整備する。   

四 甲は、前３号の整備に支障となる公共施設等の除却工事に令和７年度中に着手する。

乙は、除却工事完了後、第一号及び第二号の実施に早期に着手する。 

五 甲は、特別区道 2447号線の延伸による都市計画道路補助 202号線への接続道路の整備

及び必要に応じて特別区道 2493号線の交通規制の解除又は変更等により、円滑な道路ネ

ットワークを整備する。 

六 甲は、再整備地区の整備に当たって必要となる地区計画を策定する。 

七 甲及び乙は、建物計画の検討状況により、前号の地区計画及び地区施設に位置付ける

ことができなかった事項について、基本設計と並行して検討する。 

２ 乙は、前項第一号及び第二号の実施に当たり、実施協定締結後、次の事項を条件に基本

設計に着手する。   

一 別紙に定める内容を遵守すること。 

二 前項第五号の実施を前提に、特別区道 2447 号線から車両を進入させる計画とするこ

と。 

三 甲が平成 23 年８月 22 日に策定した「板橋区景観計画」等の上位計画を遵守し、周辺

景観との調和や圧迫感の軽減に配慮した計画とすること。 

四 高島平地域の実態を踏まえた適切な駐車場計画を検討し、必要駐車台数の低減に努め

ること。なお、法令等に定められた付置義務台数の低減に必要な協議は、甲及び乙が相

互に連携して実施すること。 

五 前号で乙が整備した駐車場を、甲が建設する公共施設の駐車場にも活用できるよう相

互で協議すること。 

六 前項第七号に基づき、甲及び乙が相互に連携して交流核プランに記載されているデッ



キネットワークを構築できる計画とすること。 

３ 基本設計着手後に、前項に定める条件を変更又は追加するときは、双方合意の上、書面

にて約定する。ただし、災害その他通常想定されないやむを得ない事情が生じた場合を除

き、甲又は乙のどちらか一方の発意により条件を変更又は追加する場合は、発意者が相手

方に対し、変更又は追加する条件及びその理由を書面にて通知した上で、合意に向けた協

議を行うものとする。   

４ 前項ただし書の発意を受けた者は、変更又は追加する条件について合意するに当たり、

相手方に対し、変更又は追加により生じた損害の賠償について、費用負担又は損失を補償

する事項の実施を求めることができる。 

 

（駅周辺エリア） 

第５条 甲及び乙は、駅周辺エリアにおいて、現に存する UR 賃貸住宅（管理戸数 1,955 戸）

の従前居住者の居住の安定や生活の継続性に配慮しながら、相互協力のもと、次に掲げる

事項を実施する。 

一 甲及び乙は、建物低層部を中心に、商業機能、交流機能その他交流核の形成に資する

機能を誘導する。 

二 甲は、高島平未来都市公共サービス構想の具体化のために必要な公共施設を整備する。 

三 乙は、ＵＲ賃貸住宅の居住者の居住の安定の確保及び子育て世代を呼び込む住宅機能

の確保を目的に、必要な数の新たな賃貸住宅等を整備する。 

四 甲は、前３号の実施に当たって必要な道路等の都市基盤を整備する。 

２ 甲及び乙は、前項に掲げる事項の実施に当たって必要となる地区計画の策定、用途地域

変更、高度地区の変更等に係る協議について、相互連携して実施する。 

３ 甲及び乙は、第１項の実施に関して民間事業者の誘導を図るために必要な検討を実施す

る。 

 

（公共施設等の再整備） 

第６条 甲は、関係機関等との連携の下、次に掲げる公共施設及び公共空間等の再整備に向

けた検討・協議等を実施し、乙はこれに協力する。 

一 都営三田線高島平駅高架下 

二 高島平緑地（プロムナード） 

三 高島通り（都市計画道路補助 202号線）及びけやき通り（都市計画道路補助 203号線） 

四 高島平駅からのデッキネットワーク（新設を含む。） 

 

（協定期間） 

第７条 実施協定の有効期間は、協定締結の日から令和８年３月 31日までとする。 

２ 前項の有効期間が満了する日の１か月前までに、甲乙又はその一方からなんらの申出

がないときは、実施協定の有効期間は期間の満了する日の翌日から１年間更新されるも

のとし、その後も同様とする。 

 



（地域住民等への説明） 

第８条 甲及び乙は、交流核の整備に関する地域住民等の理解醸成を図るため、相互協力の

下、説明会やイベント等の実施を通じた情報発信等に努めるものとする。 

 

（定めのない事項） 

第９条 実施協定に定めのない事項又は実施協定について疑義を生じた事項について、甲及

び乙は、誠意をもって協議するものとする。 

 

本協定締結の証として、本書２通を作成し、甲及び乙が記名押印の上、各自１通を保有す

る。 

 

 

令和６年３月 28日 

 

甲 東京都板橋区板橋二丁目 66番１号 

   東京都板橋区 

     板橋区長  坂本 健 

 

乙 東京都新宿区西新宿六丁目５番１号 

   独立行政法人都市再生機構東日本都市再生本部 

     本部長  中山 靖史 

 

東京都新宿区西新宿六丁目５番１号 

   独立行政法人都市再生機構東日本賃貸住宅本部 

     東京北・埼玉地域本部長  内島 敏之 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 





別紙 

 

１．対象敷地 

 対象敷地は、別添「敷地測量図」による。 

 

２．対象敷地に整備する施設に関する条件 

施設 条件 

広場① けやき通り（都市計画道路補助第 203号線）と一体的に、約 100㎡の広場を整備する 

広場② 特別区道 2447号線と一体的に、約 1,500㎡の広場を整備する 

広場③ デッキネットワークを構成するフロアレベル以上に、避難施設を兼ねた約 500㎡の広場を
整備する 

歩道状空地 対象敷地の敷地境界線から２ｍの歩道状空地を整備する 

 

３．対象敷地における建築物等に関する条件 

項目 条件 

建蔽率の最高限度 10分の５ 
ただし、建築基準法の規定による緩和措置を適用できる。 

建築物の敷地面積の最低
限度 

2,000㎡ 

壁面の位置の制限 道路境界線から基壇部は４ｍ、高層部は８ｍ 
隣地境界線から４ｍ 
 

壁面後退区域における 
工作物の設置制限 

壁面の位置の制限を定める部分においては、門・塀等の工作物を設置してはな
らない。 
ただし、歩行者の安全性・利便性を確保するために甲が必要と認めたもの、公
益上必要なもの、にぎわいの形成などまちづくりに資すると甲が認めたものに
ついては、この限りでない。 

高さの最高限度 建築物の地盤面から 110ｍ 
ただし、建築基準法の規定による緩和措置を適用できる。 

建築物等の形態又は色彩 
その他の意匠の制限 

・建築物の屋根・外壁等の色彩は、刺激的な原色を避け、周辺環境と調和した
ものとする。 

・屋外広告物は、刺激的な原色を避け、住環境に配慮した大きさ・高さとする。 
・建築物の軒、庇、出窓その他これらに類するものは、壁面の位置の制限の範
囲内にかかる形態としてはならない。 

・外壁は、長大で単調な壁面となることを避けるなど、街並みに圧迫感を与え
ないように配慮した形態・意匠とする。 

 

４．対象敷地における土地の利用に関する条件 

みどり豊かでうるおいのある市街地環境を実現するため、敷地内では既存の樹木の保全を図るととも

に、沿道緑化、屋上緑化及び壁面緑化など敷地内の緑化に努めること。 

また、道路や広場に面する部分は一体的な空間を形成することとし、沿道及び広場沿いの緑化に努め

ること。 

 




